
 地域保健福祉活動地域保健福祉活動地域保健福祉活動地域保健福祉活動振興事業振興事業振興事業振興事業公募要領公募要領公募要領公募要領 

 （目的） 第 1 条 地域福祉を推進する先進的・モデル的な取り組みを行おうとしている社会福祉団体や、住民主体の地域福祉活動に取り組むボランティアグループ等の活動に対し、補助金を交付することにより、社会福祉の向上を図ることを目的とする。 

 （対象事業） 第２条 地域でのネットワークを構築するなど、新たな地域福祉活動を推進する先駆 的、モデル的事業を公募する。 

 （事業期間） 第３条 事業は、補助金交付決定後、平成３０年２月２８日までの間において、完了するものとする。 

 （補助対象） 第４条 奈良県内に住所又は活動の拠点を有する次の団体とする。 （１）特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、または一般社団法人もしくは一般財団法人。 （２）（１）のほか、自ら活動を行っている民間非営利団体で、組織の運営に関する規則（規約、会則等）の定めがあって１年以上活動しており、かつ予算・決算を適正に行っている団体。 

 （補助金額および事業採択団体数） 第５条 補助金額は、次のとおりとし、事業採択団体は、１団体程度とする。     補助率 １０／１０  一団体  １００万円以内 

 （補助対象経費） 第６条 補助事業の遂行に必要と認められる経費は、第３条に定める期間内に支出した経 費のうち、下記の「補助対象経費」とする。    なお、補助対象経費の支出内容は、下記の「具体例」に沿ったもので、本事業の対象 として明確に区分でき、かつ、証拠書類によって金額等が確認できるものに限る。   また、補助事業を行うにあたり区分経理を行うこと。 

 

 

 

 

 



  補  助  対  象  経  費 経 費 区 分 具   体   例  報償費  講演会等の講師等に対する謝礼、謝礼品の購入など  旅費  講演会等の講師旅費、参画事業者等旅費など  食料費  イベントで使用する食材などの材料、講演会講師の弁当代など  消耗品費  用紙、封筒、消耗雑品、写真現像代、コピー代など  印刷製本費  チラシ印刷、パンフレット作成など 使用料及び賃借料  会場使用料、レンタル料、リース料など  役務費  通信運搬費（郵便料、電話代）、ボランティア保険料など  委託料  イベント等の会場設営費など  備品購入費  サロン開設用の机、椅子、農作業用の農機具など  その他の経費  上記に掲げるもののほか、知事が特に必要と認める経費 

 （選考及び補助先の決定） 第７条 応募された事業については、奈良県福祉活動振興協議会により次の基準と選考方法によって審査し、審査結果をもとに知事が事業を決定するものとする。 （１）選考の基準    下記の項目をもとに総合的に評価し、選考する。  ○「先駆性」    今後の地域福祉活動の先例となり得るか。  ○「独創性」   従来の事業にない先駆性や独創的な発想があるか。  ○「地域貢献性」   地域住民や地域社会への貢献性があるか。  ○「公益性」    １団体などの利益になるものではなく公の利益に資するものか。 

  ○「必要性」   社会情勢や地域の実情に照らし、必要とされている現実課題に対応しているか。  ○「継続性」   将来も継続して活動されていく事業内容か。   ○「計画性（経費適正さを含む」   予算の組み立てや実施計画が明確で実行可能なもので、費用対効果が良好か。 （２）選考方法   選考は奈良県福祉活動振興協議会の委員により行い、申請者からの提出書類と一般公開プレゼンテーションによる事業内容の説明により審査する。 

 



 （募集期間及び公募申請提出） 第８条 募集期間は、平成２９年５月９日（火）～平成２９年５月３１日（水）とし、 下記書類①から⑤の書類を奈良県健康福祉部地域福祉課に提出するものとする。（持参又は郵送）   ①事業実施計画書（第１号様式）   ②事業計画書（別紙１）   ③資金計画書（別紙２）   ④団体概要書（別紙３）   ⑤その他参考資料  ※事業内容の確認のため、必要に応じて追加資料の提出を求める場合がある。  ※提出書類は返却しない。 

 （審査結果の通知） 第９条 審査結果については、申請者へ通知します。 

 （補助金の交付手続き等） 第１０条 採択となった補助事業にかかる補助金の交付申請、請求等の手続きおよびその 他の事項のうちこの要領に記載されていない事項については、「地域保健福祉活動振興 事業補助金交付要綱」の規定による。 

 （情報公開） 第１１条 採択された事業については、当該事業の概要及び団体の名称等を公表する。 

 附 則 この要領は平成２２年１０月 ６日から施行する。 この要領は平成２３年 ４月 １日から施行する。 この要領は平成２４年 ４月 １日から施行する。 この要領は平成２５年 ３月 ５日から施行する。 この要領は平成２６年 ４月１５日から施行する。 この要領は平成２７年 ４月３０日から施行する。 この要領は平成２８年 ４月２５日から施行する。 この要領は平成２９年 ４月２６日から施行する。  


